
1．はじめに

　湘北短期大学は、社会に役立つ人材を育てる実
務教育を志向している。職業を持った社会人に
は、専門的な知識・技能のみならず、一般社会人
が備えるべき基礎能力も備わっていることが必

要であり、この様な基礎能力を育成する「キャリ
ア教育」注1）の重要性が指摘されている。職場等で
求められる能力を明確化したものとしては、「社
会人基礎力」注2）があるが、これは経済活動等を担
う産業人材の確保・育成の観点から経済産業政策
局長の私的研究会でとりまとめられたものである。
　短大での2年間という制約下で、一人一人の個
性・能力を伸長しつつ社会に役立つ人材の育成を
行うためには、専門教育のみならず上記のような
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【抄録】

　高大連携校より本学への入学が決定した生徒を対象とした単位認定科目「コミュニケーションリテラシー」

を開講した。同科目の内容やスケジュールは、平成 19 年度よりほぼ月に一度のペースで高大連携協定校教員

と本学教職員で構成する「コミュニケーション教育研究会」で調査研究・見学・参観・討議などを重ねて決定

されたものである。この研究会の中ではまた、ブレインストーミングにより、経済産業省の「社会人基礎能力」

を基本とした「職業を持った社会人に必要とされる能力要素」の洗い出しを行ない、これら要素の必要性や獲

得度のアンケート調査を実施した。対象は高大連携校と全国の高校である。その結果、職業をもった社会人に

もっとも必要とされる基本的な基礎能力は、「コミュニケーション能力」と「一般常識」であること、さらには「課

題発見能力や企画・提案能力」や「表現力やプレゼンテーション能力」が不十分であるととらえられているこ

とがわかった。こうした問題意識を踏まえて「コミュニケーションリテラシー」の実施内容を組み立てた。

本年度の「コミュニケーションリテラシー」受講生は 110 名となった。この効果を検証することは容易ではな

いが、受講生に対しアンケート調査などを行った結果に関しても報告する。
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基礎能力の向上が不可欠であり、本学ではリベラ
ルアーツ教育がその任を負ってきた。しかし、基
礎学力ならびに就労意識の低下などの問題を解決
しつつ社会や学生からの多様なニーズに応えるた
めには、より効率の良い教育システムが必要とさ
れている。高大連携はそのような問題を解決する
ために有効であろう。
　高校3年次における入学前のアイドルタイムに
大学初年次教育を開始すれば、シームレスな教育
システムが実現される。もちろん、高等学校・大
学の双方が、後期中等教育機関・高等教育機関と
してそれぞれ独自の目的や役割を達成するような
システムでなければならない。本学は平成14年に
県立高校18校と高大連携協定を結んで以来、さま
ざまなプログラムを開発して提供してきた。幸い
にして連携校の数は増加（平成21年4月現在27校）
し、連携校からの入学生は約200名、入学全数の
約1/3を占めている。
　本学では専門教育の前倒しでもなくリメディア
ル教育でもない接続教育を実現するために、高校
教員と大学教職員で「コミュニケーション教育研
究会」を設立し、調査研究・討議を行った。その結

果として接続教育科目「コミュニケーションリテ
ラシー」を開講したので報告する。また、昨年度、
開講した接続講座［1］の効果検証の一助として受
講生に対しアンケート調査を実施したので、この
結果に関しても述べる。
　
2．コミュニケーション教育研究会の活動

2.1 コミュニケーション教育研究会

　コミュニケーション教育研究会は、接続教育プ
ログラムの開発を行うことを主目的として、設立
された研究会である。平成18年の準備段階［2］を
経て、平成19年4月17日に「情報教育研究会」と
して発足した。授業内容や方法の事例研究、アン
ケートの実施（詳細は2. 2参照）、意見交換や討議、
授業見学などを行って接続講座「コミュニケー
ションリテラシー」を開発した（詳細は2.3参照）。
連携高校の担当者に議事録を送付して毎回開催を
案内した。各ミーティングには高校教員3～ 6名、
湘北短大教職員5～ 6名が参加した。表1に研究
会の開催実績を示す。議事録は、Web上（http:// 
scopp.shohoku.ac.jp/dl/）で閲覧可能である。

表 1　コミュニケーション教育研究会開催状況

Table 1  Meetings on Communication Education held during 2007-08.

回 日　時 内　　容
1 2007年

4月17日
新しい高大連携接続教育のコアとしてコミュニケーション能力の育成が
必要であることを確認。

「情報教育研究会」から「コミュニケーション教育研究会」へと改称。
他の接続教育プログラム例の紹介。

2 5月16日
神奈川県立茅ヶ
崎高校で開催

高校での「情報」授業参観とその他授業例の紹介。
図書室の見学。
接続教育プログラム用テキスト内容の検討。

3 6月13日 「ケースメソッド」の紹介（講師：慶応大学　西田）。
接続教育プログラム用テキスト内容具体案の策定。

4 7月30日 参考資料・書籍の配布。
テキスト各章の具体例提示。
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5 9月20日 具体的な接続教育プログラムの検討。
6 11月8日 日時を含めた詳細な接続教育プログラム「コミュニケーションリテラ

シー」講座の検討。
7 12月13日 スケジュールと入学者、高校への配布文書の確認。
8 2008年

1月22日
2月15、16、28

（または29）日
3月12日（最終日）

申し込み状況の確認と当日打ち合わせ。
高校教員・湘北教職員による4日間の「コミュニケーションリテラシー」
講座（全12講）を開講。

「コミュニケーションリテラシー」講座第12講（グループ発表）を高大連
携各校に公開。（高大連携協議会開催日）

9 3月26日 「コミュニケーションリテラシー」の振り返り。アンケート結果の報告と
今後の検討。

10 4月24日 「コミュニケーションリテラシー」の単位化計画。フォーラムの開催検討。
11 5月22日 「コミュニケーションリテラシー」の詳細（全15講、1単位）を議論、受講

生の効果検証方法について。
12 6月12日 全国アンケートの内容の検討。

DVD等によるフォーラムの講演者の推薦や検討。
13 7月17日 学内（湘北）アンケート結果をふまえ、高校向けアンケートの詳細を検討。

ブレインストーミングによる「職業を持つ社会人として必要な力」の洗い
出し。

14 9月25日 フォーラムの内容を決定。講演（3人）＋パネルディスカッション。
高校－大学をひとつの教育システムとして見た場合、入り口（高校入学生）
の問題を明らかにし、その一方、出口（就職）で求められる人材に必要な
力は何かを明確化する。

15 10月30日 高大連携校より回答のアンケート結果の議論と考察。
フォーラム案の決定。

16 11月27日 H21年2-3月実施の「コミュニケーションリテラシー」の詳細確認。
高大連携校より回答のアンケート結果の検討。

17 2009年
1月20日
2月6,7,9,10日

「コミュニケーションリテラシー」の申し込み状況とフォーラムの準備状
況の確認。

「コミュニケーションリテラシー」開講。受講生24校、110名。
18 2月10日 「コミュニケーションリテラシー」反省会。

2.2 全国高校へのアンケート調査

　昨年実施した湘北短期大学近隣（神奈川、静岡、
東京など）の高校あてのアンケートの内容を発展
させ、地域を拡大し、全国5211校へ回答を依頼し
た（2008年9月5日～ 10月1日）。このアンケート
の目的は、高等学校卒業時に高校教員の生徒に対
する観点を問うもので、“職業を持つ社会人とし

て必要であるが高校卒業時での獲得は不十分であ
る”と考えられる社会人基礎能力を把握すること
である。とくに今回は、社会人に必要とされる基
礎力を細分し、これら項目間での関連を探ること
も目的とした。さらに、フリーコメント部分の解
析も試みることとした。特に高大連携校に対して
は、各校から複数回答が得られるように、別途回
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答を依頼した。
　このアンケートでは、「A:キャリア基礎能力の
必要性」、「B:キャリア基礎能力の高校卒業時にお
ける獲得度」、「C:社会人基礎能力の獲得度」、さら
には「D:大学進学における問題点」について質問
した。「キャリア基礎能力」は、本学が企業に向け
平成15年に行ったアンケートで職業人が持つべ
き基礎能力として提示したものに拠っている（内
部資料）。詳細を下記に示す。また、回答者の担当
科目、年代、担当分掌、についても問うている。

　2.2.1 アンケート設問

　A、Bはキャリア基礎能力a.～ j.についての設
問である。回答は、「おおいに必要」/「十分である」

（5）、「やや必要」/「ほぼ十分である」（4）、「どち
らとも言えない」（3）、「やや不要」/「やや不十分」

（2）、「まったく不要」/「不十分」（1）の5段階から
の選択とした。
　Cでの回答も5択とした。「とてもそう思う」（5）、

「そう思う」（4）、「どちらとも言えない」（3）、「そ
う思わない」（2）、「まったくそう思わない」（1）。

A：キャリア教育の中で下記基礎能力はどの程度
必要と思われますか。

B：高校卒業時に生徒は下記基礎能力をどの程度
身につけていると思われますか。
　a. 一般常識
　b. コミュニケーション能力（他人の意見を聞き

自己の意思を伝える能力）
　c． ビジネス文書力
　d. 英語基礎力
　e. PC 基礎操作力
　f． ビジネスの理解
　g. 就労意識
　h. 課題発見能力

　i． 専門知識・技能
　j． 企画・提案能力

C：高校で生徒と接している中で、下記のような
点を問題であるとお感じでしょうか。

（生徒の社会人基礎能力を間接的に聞いている）
  1 指示されないと行動できない
  2 知識・技術獲得に積極的にはたらかない
  3 自分が嫌なことは実行しない
  4 周囲と協力・協働しようとしない
  5 周囲に協力・協働を呼びかけられない
  6 議論を避ける
  7 自分で目標を設定できない
  8 困難を乗り越えようと努力しない
  9 忍耐力がない（我慢ができない）
  10 現状を把握して分析しようとしない
  11 問題点を見つけようとしない
  12 課題を明確にすることができない
  13 問題解決の手順や方法を考えられない
  14 複数の選択肢から問題解決の最適案を選択で

きない
  15 新しい発想ができない
  16 異なる面から考えることができない
  17 ポイントを整理してから話をしない
  18 順序立てて話ができない
  19 相手の立場を考えて話ができない
  20 自分の考え方、やり方に固執する（頑固すぎる）
  21 他人の意見ややり方に聴く耳をもたない
  22 グループの中で、自分の役割や使命が自覚で

きない
  23 社会のルールやマナーを守れない
  24 約束ごとや時間を守れない
  25 体力がない
  26 ストレスに弱い
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D：大学への進学を考えている生徒と接する中で、
下記のような点を問題であるとお感じでしょう
か。
  1 無目的・無目標のまま大学に入学する生徒が

多い
  2 高校で学んだことと大学で学ぶべき内容との

関連性が理解できない
  3 基本的な知識が身についていない生徒が多い
  4 学力の二極化が進んでいる
  5 収入格差が学力格差を生んでいる
  6 必要な場合に経済的な支援を行うシステムが

ない
  7 偏差値のみで評価をする
  8 早い時期に文系・理系で分けてしまうため選

択科目に偏りを生じる
  9 選択科目が多すぎる
  10 親が高等教育を理解しないことが多い

　2.2.2 アンケート集計結果

　表2に全国回答率を示す。また、表3に回答基本
集計を示す。連携校からは21校、104名から回答
が得られた。全国からは751通の回答が得られた

（ただし連携校からの回答分を除く）。

表 2　全国回答率

（斜体は連携校からの回答を除いた数）

Table 2  Response ratio (nationwide)

都道府県名 学校数 回答数 回答率
神奈川 220 55 25.0％
福　島 109 25 22.9％
鳥　取 31 7 22.6％
青　森 78 17 21.8％
高　知 46 10 21.7％
徳　島 42 9 21.4％
山　形 66 14 21.2％
栃　木 82 17 20.7％
宮　崎 58 12 20.7％
香　川 45 9 20.0％

愛　媛 69 13 18.8％
長　野 114 21 18.4％
秋　田 61 11 18.0％
大　分 61 11 18.0％
静　岡 145 26 17.9％
鹿児島 102 18 17.6％
新　潟 117 20 17.1％
岡　山 92 16 17.4％
三　重 78 13 16.7％
北海道 326 52 16.0％
岩　手 82 13 15.9％
茨　城 139 22 15.8％
佐　賀 45 7 15.6％
石　川 61 9 14.8％
愛　知 224 33 14.7％
宮　城 105 15 14.3％
富　山 56 8 14.3％
奈　良 56 8 14.3％
熊　本 84 12 14.3％
沖　縄 70 10 14.3％
長　崎 81 11 13.6％
福　井 37 5 13.5％
和歌山 52 7 13.5％
岐　阜 83 11 13.3％
千　葉 195 25 12.8％
広　島 140 16 11.4％
山　梨 45 5 11.1％
島　根 47 5 10.6％
福　岡 170 18 10.6％
東　京 453 47 10.4％
京　都 98 10 10.2％
大　阪 283 27 9.5％
群　馬 86 8 9.3％
山　口 86 8 9.3％
兵　庫 219 17 7.8％
埼　玉 213 15 7.0％
滋　賀 59 3 5.1％
合計 5211 751 　
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表 3　基本集計

Table 3  Basic statistics
　 人　 人

担当教科（複数回答可） 全国 連携校 担当分掌（複数回答可） 全国 連携校
英語 111 26 学年担任 36 18
芸術 9 2 学年主任 30 0
工業 49 5 進路支援 565 36
国語 116 19 キャリア支援 120 27
社会 101 15 就職支援 46 0
情報 27 2 インターンシップ 1 0
商業 59 4 校長、教頭、総務 50 8
数学 138 14 生活指導 8 4
体育（保体） 10 5 学習支援 0 4
農業 18 3 地域連携 0 5
理科 99 10 その他 10 9
家庭 13 0 合　計 866 111
宗教 2 0
水産 2 0
その他 16 1

合　計 770 106
年代 全国 連携校
20代 15 4
30代 98 4
40代 336 46
50代 279 46
その他（無回答） 23 4

合　計 751 104

　高大連携校の約7倍の回答が全国から得られているが、キャリア担当者や副校長などからも回答があっ
た。また、工業や商業、情報担当者の回答割合が高くなっている。担当分掌名も地域性があることがわか
る。
　以下、図1～ 4に、設問A-Dの高大連携校からの回答をまとめたものを示す。
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図 1　キャリア基礎能力の必要性（高大連携校）
（大いに必要、やや必要、どちらとも言えない、やや不要、まったく不要、をこの順に5段階で数値化し、平均の高い
ものから順に並べてある）
Fig. 1  Basic carrier skills assumed necessary for high school students （Survey on the teachers of high 
schools participating in SCoPP （Shohoku College Pass Program））

図 2　　キャリア基礎能力の獲得度（高大連携校）（順序の決め方は図 1 と同じ）

Fig. 2  Basic carrier skills achieved by high school students （Survey on the teachers of high schools 
participating in SCoPP）
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図 3　社会人に必要な能力の獲得度（高大連携校）（順序の決め方は図 1 と同じ）

Fig. 3  Fundamental skills required for a member of society assumed necessary for high school students 
（Survey on the teachers of high schools participating in SCoPP）

図 4　大学進学における問題点（高大連携校）（順序の決め方は図 1 と同じ）

Fig. 4  Problems in going on to colleges and universities （Survey on the teachers of high schools 
participating in SCoPP）
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図 5　キャリア基礎能力の必要性（全国）
（大いに必要、やや必要、どちらとも言えない、やや不要、まったく不要、をこの順に5段階で数値化し、平均の高い
ものから順に並べてある）
Fig. 5  Basic carrier skills assumed necessary for high school students （Survey on the teachers of high 
schools nationwide）

図 6　キャリア基礎能力の獲得度（全国）（順序の決め方は図 5 と同じ）

Fig. 6  Basic carrier skills achieved by high school students （Survey on the teachers of high schools 
nationwide）
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図 7　社会人に必要な能力の獲得度（全国）（順序の決め方は図 5 と同じ）

Fig. 7  Fundamental skills required for a member of society assumed necessary for high school 
students （Survey on the teachers of high schools nationwide）

図 8　大学進学における問題点（全国）（順序の決め方は図 5 と同じ）

Fig. 8  Problems in going on to colleges and universities （Survey on the teachers of high schools nationwide）

設問C,Dの回答の重相関分析を行った。設問項目間への回答の関連性を見ることで、キャリア教育とし
てどのような能力が必要かをより詳細にかつ明確にすることができる。
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　以上の回答結果より、全国的に「コミュニケー
ション能力」の必要性に対する認識が際だって高
いことがわかる。80％超が「大いに必要」、残りが

「やや必要」と答えている。「大いに必要」と「やや
必要」をあわせ、次点となるのが「就労意識」また
は「一般常識」である。「不要」「まったく不要」の
回答がない。「一般常識」で無回答が多いのは、一
般常識の定義が曖昧であるためであると考えられ
る。「まったく不要」の回答がなく、「大いに必要」
と考えている割合が高く、次に必要性が高いと感
じられているのが「課題発見能力」である。一方
で、高校卒業時に比較的良く獲得されたと考えら
れる能力は「PC基礎操作能力」である。教科「情
報」が中等教育段階に完全導入されたためであろ
う。「コミュニケーション能力」も昨年と比較する
と身につけていると考えている教員が増えたこと
がわかる。
　一方、課題発見能力や企画・提案能力はまだま
だ不十分、とされていることがわかる。より具体
的には、図4、図6で示されたように、「指示され
ないと行動できない」や、表5や表7で相関が高く、
能力も不足とされている項目群、「10：現状を把握
して分析しようとしない」、「11：問題点を見つけ
ようとしない」、「12：課題を明確にすることがで
きない」、「13：問題解決の手順や方法を考えられ
ない」、があげられる。また、図4、6で不足する力
の2、3位に位置づけられ、かつ相関の高い能力、

「17：ポイントを整理してから話をしない」と「18：
順序立てて話ができない」は、表現力やプレゼン
テーション能力と言い換えることができる。
　設問Dは、大学進学上問題となっている事項で
ある。学力の二極化は、大学教員側から感じられ
ていたことであるが、高校側からも同意見である
ことが確認できた。親の理解不足の問題には、地
域差があることがわかった（詳細は平成20年度報
告書参照［3］）。

3. コミュニケーションリテラシー

3.1 接続科目としてのコミュニケーションリテラシー

　現代の社会人に必要な基礎能力の育成という観
点から、真のコミュニケーション能力とは、「“読
み・書き・パソコン”により情報を交換し、提案を
したり、問題を解決したり、プレゼンテーション
をしたりできる能力」であると定義した。具体的
な内容は、 2-2のアンケート実施によって明らか
となった基礎能力を盛り込んでいる。したがって、

「話す・書く力」、「コミュニケーションツールとし
ての電子メールやパソコンソフトウエアの利用
法」、「確かな情報源としての図書館の正しい利用
法」、「（グループで取り組む）問題解決」、等を導
入した。5-6人のグループワークで問題解決・企
画提案にあたる形式をとった。
　とくに、2008年度の「コミュニケーションリテ
ラシー」は、全15講とし、90分/1講で表1に示し
たように、4日間にわたり12講を実施。さらに入
学後に3講を修了した学生に対して1単位を認定
することとした。
　今年度は希望者が昨年比4倍近くの110名（24
校）となった。入学後の学科別内訳は、総合ビジ
ネス41名、情報メディア25名、生活プロデュース
22名、保育22名である。テキストとして、「コミュ
ニケーションリテラシーワークブック」を配布し
た。Microsoft Excel®の第8講はWebテキストを
用いた。なお、昨年本講座を受講した学生にティー
チングアシスタントをアサインすることで、より
スムーズな授業運営を図るとともに、学生自身の
学びの場とした。授業風景の一部を示す。
表 8に本講のシラバスを掲載する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 2-3 講　アイデアマラソン

　　　　　　　　　　　　第 4-5 講　読む・書く

 9　コミュニケーションリテラシー授業風景

Fig. 9  Classes of Communication Literacy 
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表 8　コミュニケーションリテラシー（平成 21 年度）シラバス

科 目 名
（英語名）

コミュニケーションリテラシー
Communication Literacy

科目コード （ふりがな）
担　当　者

小
お ざ お

棹 理
り こ

子

21LA56 伊
い と う

藤 善
よしたか

隆 専任

1　単位 開講期 前期 授業方法 講義/演習
［履修条件、準備など］
　この科目は高大連携高等学校の推薦入試・SE入試の合格者を対象として入学前および入学後に授
業を実施するものです。高校在学中にこの授業を受講登録した学生のみ対象としています。それ以外
の学生は受講できません。
　グループ作業ですので、欠席しないこと。

［授業の目的及び概要］
　第一の目的は大学と高校の違いの理解することです。
　また、高校で学んだ「情報」の技術などを基礎に、大学や社会で必要とされるコミュニケーション能
力を発展させることを目的とします。
　大学生活を送る上でとても大切なこと（自学自習をする上でのアドバイス、マルチメディアの利用、
オフィスアワー、等）についても、複数（2名以上）の担当者が丁寧に説明します。
　なお、教室・履修者の状況によって内容の順序を変更することがあります。

［授業計画］

1回 ガイダンス

2回 メモの取り方

3回 メモの取り方、アイデアの出し方

4回 コミュニケーションの基本－話す技術

5回 コミュニケーションの基本－書く技術

6回 インフォマティックス－図書館の利用とインターネット検索

7回 レポート・報告書としての文書作成

8回 ビジネスにおけるMS-Excelの活用－基本操作と表計算

9回 ビジネスにおけるMS-Excelの活用－グラフ化とデータベース機能

10回 ビジネスにおけるMS-Excelの活用－関数の利用

11回 問題と問題解決の技法

12回 問題解決－発散技法

13回 問題解決－収束技法

14回 グループプレゼンテーション（最終発表）1

15回 グループプレゼンテーション（最終発表）2

［成績評価］　　提出課題の点＋グループ評価の点＋出席点

書　　　　名 著　者 出　版　社

テキスト コミュニケーションリテラシーワークブック 伊藤 善隆
小棹 理子 湘北短期大学

参考文献 頭がいい人、悪い人の話し方 樋口 裕一 PHP研究所

［備考］ 今年度外部講師：「メモの取り方」：樋口健夫、他講師　山本正夫、関祐太郎、谷口将一
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3.2　受講生のアンケート結果

　受講生に対し、入学後の所属学科名や参加の動機、実際に参加して得たものや感想、後輩にすすめる
かどうか、などのアンケートを行った。110名のうち、2月10日出席の107名より回答が得られた。昨年
度（27名回答）の結果と比較した結果を以下に示す。

　
　図 10　コミュニケーションリテラシー参加のきっかけ

Fig. 10  Answers to the questionnaire: Why did you attend Communication Literacy?

　昨年度と比較すると80名増であるが、約37名が今年度より単位認定されるため、という理由で受講し
たことがわかる。高校の先生の勧めや学習内容を見て、という理由で受講した生徒の数も増えている。
すなわちアンケートを実施する前は、受講者増の大きな要因は今年度より単位認定科目としたことでは
ないかと予想していたが、必ずしもそうではなく、高校の先生や受講者自身の「コミュニケーションリ
テラシー」そのものに対する期待や理解が大きかったことがわかる。
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図 11　受講後の感想　（昨年度との比較）

Fig. 11  Answers for the questionnaire: “What is your impression on Communication Literacy?”

　受講後の感想は昨年と類似の傾向が見られる。所期の目的である「大学と高校の勉強の違いの理解」
や「問題解決法の知識の獲得」も一定の結果が得られている。今年度特筆すべきは、「入学後の勉学意欲
の向上」の伸びが見られることであろう。
　さらに、本講座を後輩等に勧めるかどうかを問うた結果を図12に示す。下記の結果から、本授業に対
して一定の満足度が得られていることも窺える。

図 12　本授業を他人に勧めるかどうか

Fig. 12  Answers to the questionnaire: “Do you recommend Communication Literacy?” 
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3.3　コミュニケーションリテラシーの効果

　接続教育に対する評価の重要な観点は、高校教
育から高等教育へ、いかにシームレスに移行がで
きるかであろう。大学入学時前後の学習意欲は、
その後の学習に大きく影響を与えるとする見方が
一般的である。しかし、検証例は少ない。
　4年制大学の例ではあるが、武谷ら［4］による
と、1-2年次の教養教育中心の科目の成績が良い
学生は、3-4年次の専門教育中心の科目でも成績
が良い傾向があるとのことである。一方、渡辺［5］
は、入学時における学習意欲とその後の学業成績
との関係を量的分析により確認している。この事
例では、入学時の学習意欲が低くても第1学期の
学習に十分意欲的に取り組むことができれば、1
年次の成績が良くなると分析している。たとえば、
充実した初年次教育で知られる関西国際大学で
は、進路再考・不適応を理由にした中退者は、10
年前から大幅に減っており、1年生で自学自習の
習慣を身につけた学生は一貫して好成績を修める
そうである。
　上記事例は示唆に富んでいる。これらの事例

を逆から見ると、1年次で学習意欲を失った学生
は、進級時に退学する例が増えるということにな
る。退学率は学生の学習意欲のバロメータになり
うる［6］。図13に湘北短大における高大連携校か
ら入学者の占める割合と退学者の比率の変化を示
す。連携協定の正式調印は、平成14年である。以
降、連携校から入学する学生数は、平成12年度に
比較すると、168 （H14）、189（H15）、182（H16）、
162（H17） 、170（H18）、190（H19）、204（H20）人、
と増加傾向にある。一方、退学者の比率は平成18
年を除き、減少傾向にある。高大連携校から本学
の教育内容をよく理解して入学する生徒が増えた
ためミスマッチが減り、学習意欲の高い学生の増
加につながったと見ることもできる。例外の平成
18年度の退学率増加の原因は不明であるが、学科
間で応募者数のアンバランスがあったことが考え
られようか。
　前掲のとおり、コミュニケーションリテラシー
の受講生に対し行ったアンケート結果（図11）か
ら、入学前の学習意欲が向上したことが窺われ、
好影響が期待できる。ただし、この検証は1年後

図 13　高大連携校からの入学者比率と退学率の推移

Fig. 13  Ratio of students entering college from coordination high schools and the ratio of early leavers
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を待たなければならない。そこで昨年度の受講者
に対して検証を行っておきたい。ただし、昨年度
は試験的に実施したため、講座の受講生数は30名
と少ない。検証は容易ではなく、方法に関しては
ポートフォリオを導入する案などさまざまな議論
があったが、時間的な制約もあったため、2009年
1月31日時点の在学生（1年生）に対し、接続教育
としての「コミュニケーションリテラシー」が1
年間の学生生活に与えた影響を問うアンケートを
行った。また、各学科では、それぞれ独自の入学
前課題を課しているため、その影響も併せて問う
こととした。各学科独自の入学前課題とは、たと
えば、保育学科では、家事などを行った報告と読
書感想文、情報メディア学科では新聞切り抜きダ
イジェストの作成、などである。結果を図14に示
す。
　コミュニケーションリテラシーの受講生が評価
した点は、「高校と短大の違いが早めに分かった」、

「入学前に、多くの友人が出来た」、「入学前の不安

がなくなった」、「コミュニケーション能力が身に
つけられたように思った」などであった。

4． まとめと今後の課題

　職業を持った社会に役立つ人材を育成するため
に、高大連携校から入学が決定した生徒対象の接
続教育科目「コミュニケーションリテラシー」を
開発・実施した。入学前の2月（～ 3月）の12講と
入学後の3講を合わせ、全15講の修了により1単
位を認定する。内容は、2年間にわたる「コミュ
ニケーション教育研究会」での調査・研究・議論
をとおして決定した。平成20年度は、24校から
110名が受講した。
　講義終了後にアンケートを実施し、その効果の
検証を試みた。その結果、受講生の約20％が高校
と大学の教育の違いを理解し、約15％の生徒に学
習意欲の向上が見られた。また、昨年受講した学
生へのアンケート結果から、昨年のプログラムの

図 14　コミュニケーションリテラシー受講生の評価

Fig. 14  Answers for the questionnaire “Do you find Communication Literacy or pre-deucation program 
useful?” 
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有効性が示唆された。今後、接続教育のさらなる
拡大とともに効果の検証もより重要な課題とな
る。そのため、検証方法を検討することも、必要
となるだろう。
　また、高大連携は“大学側からのプログラムの
提供”、という一方向のサービスの流れととらえ
られがちであるが、2年間のコミュニケーション
教育研究会のミーティングでは、高校―大学間の
みならず高校教員間の交流が活発に行われた。そ
の中で、高校の現状や課題に対する理解が深まり、
大学の教育を考える上でもたいへん参考になっ
た。このようにさまざまな情報交換の場を得て、
高校の実態を深く理解した上での科目開発という
手法は、今後、大学内のFD（ファカルティ・デヴェ
ロップメント）に取り入れることも期待されよう。
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注

注 1） 「キャリア教育」とは、「学生が将来への目的
意識を明確に持てるよう職業観を涵養し、職
業に関する知識・技能を身に付けさせ、自己
の個性を理解した上で主体的に進路を選択で
きる能力・態度を育成する教育」［大学審議会
答申（H12.11.22）］を意味する。

注 2） 「社会人基礎力に関する研究会」（座長：諏訪
康雄法政大学大学院教授）を平成 17 年 7 月か

ら開催。中間とりまとめ等については http://
www.meti.go.jp/press/20060208001/20060208
001.html（H18.2.8）
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高大連携による教育交流ネットワークの構築

Novel Education Coordination Program between
Upper Secondary Schools and Shohoku College

OZAO Riko    ITO Yoshitaka    TAMURA Shingo    IWASAKI Toshiyuki    FUJISAWA Midori,

TAKAHASHI Kanako    HARA Mitsuru    SUMIYA Tsutomu,

SATO Akihiro    KOBAYASHI Kumiko    ISHIDA Hideya 

【abstract】
Novel coordination program, namely, “Communication Literacy”, consisting of 15 lesson classes, was 

developed and held for secondary school third grade students. This class was developed and implemented in a 

project set up with members from secondary school teachers and Shohoku College teachers and staff. Survey on 

basic vocational abilities necessary for the graduates was made by sending questionnaires to secondary school 

teachers. 

Questionnaires were made to students participated in the program to clarify the effect of the program.

【key words】
Communication abilities,  Upper secondary school–university coordination program,

basic vocational abilities
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